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１．取組概要

・本市では、令和5年12 ⽉に締結した株式会社日⽴製作所との包括連携協定に基づき、デジタルを活⽤した次世代
未来都市（スマートシティ）の実現に向けた「共創プロジェクト」を始動した。

・取組テーマの１つである「公共交通のスマート化」では、多様な移動手段を組み合わせた誰もが移動しやすいまちの実
現を目指している。

・そのため、今年度は公共交通網の再構築（リ・デザイン）により、新たな移動施策等も組み込み、地域特性に応じた
交通網形成と、⻑年の課題である渋滞緩和を図るため、交通需要マネジメント（TDM）施策を検討するに当たり、有
識者会議を設置し、意⾒を聴取する。

（１）共創プロジェクトについて

⽇⽴市×⽇⽴製作所
包括連携協定締結
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１．取組概要

・移動の効率化や次世代モビリティの導⼊などを通じて、交通・移動に関する課題が解決された誰もが移動しやすいまちを
めざす。
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（２）「公共交通のスマート化」のめざす姿



１．取組概要

・昨年度は、日⽴製作所の「Cyber-PoC for Cities」を活⽤した渋滞箇所の分析や、ETC2.0プローブデータを⽤いた
交通状況の可視化を⾏った。

・また、⼭側住宅団地の移動実態把握と新たな移動手段を検討するアンケートを実施した。
・今年度は、有識者会議を設置し、公共交通リ・デザイン、渋滞緩和の施策検討を⾏う。

（３）「公共交通のスマート化」に係るこれま
での取組と令和８年度の取組方向性

令和７年度 令和８年度

① 「Cyber-PoC for Cities」を活⽤した
渋滞箇所の分析

② 「ETC2.0プローブデータ」による交通状
況の再現・可視化

⼭側住宅団地の移動実態把握と、新たな
移動手段を検討するアンケートの実施

「公共交通リ・デザイン」・「渋滞緩和」の施策
検討
① ⼈流・交通流データ等を活⽤した分析・

シミュレーションの実施
② ⽇⽴市交通スマート化有識者会議の

設置

社会実装に向けた事業化の組み⽴てについ
て検討

高齢者向け

電動キックボードを活⽤した実証実験の実施
（日⽴・多賀エリア）

通勤者向け

高齢者向け

通勤者向け

データを活⽤した
交通施策の検討１

次世代モビリティの
導入検討２

統合アプリの導入
検討３

項目 令和６年度

統合アプリの導⼊検討

次世代モビリティ実証実験

日⽴製作所「Cyber-PoC for 
Cities」の機能（デモ）確認
ユースケースの検討
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ラストワンマイル等の移動手段の検討

先進事例調査を実施
（他自治体におけるMaaSやデジタル
チケッティングの導⼊状況など）

ハンズフリーの乗降や決済などデジタルチケッテ
ィング導⼊検討



１．取組概要

【令和８年度の取組】
・令和７年度の可視化データをもとに、引き続き⼈流や交通流データ等に基づきデジタル技術を活⽤し、本市の実情に応
じた 「渋滞緩和」及び「公共交通の再構築（リ・デザイン）」施策を検討する。

・検討にあたっては、「⽇⽴市交通スマート化有識者会議」を設置し、意⾒を聴取する。

（４）令和8年度の取組

検討項目

公共交通の
再構築

（リ・デザイン）

渋滞緩和
データ分析や専門的知⾒により、
本市の渋滞要因と傾向を把握し、その解決方策を検討
する。

日⽴市地域公共交通計画で掲げる
「地域公共交通ネットワークの将来像」※の実現に向け、
公共交通の現状を把握し、推進方策を検討する。
あわせて、路線別の収⽀状況を踏まえ、⾏政⽀援のあ
り方や運賃収入以外の収入確保策を検討する。

令和８年度に目指す成果検討内容

・⾃家⽤⾞から公共交通への転換
・⾃家⽤⾞の効率的な活⽤
に資する、実効性の高い交通需要マネジメント（Ｔ
ＤＭ）施策の策定
例 時差出勤、相乗り、公共交通利⽤促進 など

・⼭側住宅団地や市北部などの交通空⽩への対応
・効率的な公共交通の再編
に資する、持続可能な交通体系の実現に向けた施
策の策定と⾏政⽀援のあり方の整理

※JR 常磐線・ひたち BRT や南北方向の路線バスを主軸とした拠点を結ぶ公共交通ネットワークの利便性強化と地域の移動手段の持続的な確保
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１．取組概要

・TDMについては、国道6号の時間帯別交通量を800台/時以下にすることが、茨城県移動性・安全性向上委員会資
料に目標として⽰されている。

・公共交通再構築については、バス交通等の利⽤回数や公共交通⼈⼝カバー率、バス交通等の利⽤に対する市⺠1⼈
あたり日⽴市補助額、ひたちBRT沿線地域の⼈⼝密度が日⽴市地域公共交通計画（令和6年3⽉）や日⽴市⽴
地適正化計画（令和7年3⽉改定）に目標として⽰されている。

（５）既存資料における目標値
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評価指標 現況値 目標値 参考
国道6号の時間帯別
交通量

上り方向最大897台/時（7時台）
下り方向最大948台/時（7時台）

800台/時以下
※この実現のためには、12h交
通量を7%削減する必要がある。

国⼟交通省常陸河川国道
事務所︓茨城県移動性・
安全性向上委員会第３４
回委員会資料（移動性）, 
令和6年8⽉

市⺠1⼈あたりのバス交
通等※1の利⽤回数

14.7回/⼈・年（2021年度） 15.0回/⼈・年（2028年度） 日⽴市地域公共交通計画,
令和6年3⽉、
日⽴市⽴地適正化計画,
令和7年3⽉改定

公共交通⼈⼝カバー率 82.9%（2023年度） 83.0%（2028年度） 日⽴市地域公共交通計画,
令和6年3⽉

バス交通等の利⽤に対
する市⺠1⼈あたり日
⽴市補助額

317円/⼈・年（2023年度） 現況値以上（2028年度） 日⽴市地域公共交通計画,
令和6年3⽉

ひたちBRT沿線地域の
⼈⼝密度※2

36.59⼈/ha（2015年） 約38⼈/ha（2029年） 日⽴市⽴地適正化計画,
令和7年3⽉改定

※1︓路線バス及び地域内交通（なかさと号、みなみ号）
※2︓ひたちBRTバス停から約300ｍ圏内のうち非可住地（海・工業地域など）を除いた区域（474ha）



１．取組概要 （５）既存資料における目標値

8出典︓国⼟交通省常陸河川国道事務所︓茨城県移動性・安全性向上委員会第３４回委員会資料（移動性）, 令和6年8⽉

参考資料



２．検討方針

9



２．検討方針

・TDM施策と公共交通再構築の検討を連携して実施する。
・公共交通再構築とTDM施策による交通需要の変化と渋滞緩和効果を検証する。

（１）全体像
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連携して
検討

公共交通再構築
の検討TDM施策の検討

P

出
発
地

到
着
地



２．検討方針

・日⽴市の現状・課題、これまでの取組、他都市の事例を踏まえ、日⽴市に適⽤可能性の⾼い施策を抽出する。
・ペルソナを設定して施策を検討し、シミュレーションとアンケートにより定量・定性で検証する。
・TDM施策について5W1Hで実施内容を明確化した基本戦略として整理する。

（２）TDM施策の検討方針
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①現状の課題整理 ③TDM施策の
事例整理

④TDM施策の
仮説設定

⑤TDM施策の
仮説検証

⑥TDM基本戦略
の設計②これまでの取組整理

・地域特性・交通特性に起
因する課題に加え、これま
で⽇⽴市で実施された施
策の成果と課題を把握

・他都市の事例について、
対象とする交通課題、実施
条件、導⼊効果及び実現
可能性の観点から比較・整
理し、⽇⽴市に適⽤可能
性の高い施策を抽出

・ペルソナを設定し、現状の
⾏動、現状の課題、⾏動
変容の制約条件や成⽴条
件を明らかにしたうえで、施
策を検討

・TDM施策について
5W1Hで実施内容を明確
化した基本戦略として整理

・シミュレーション︓交通需
要の変化と道路交通の改
善効果を定量評価

・アンケート調査︓移動実
態と公共交通に対する意
識、⾏動変容の意向を把
握するため、日⽴市居住者
を対象にアンケートを実施

シミュレーションによるTDM施策の評価イメージ

公共交通再構
築の検討にも

活⽤

第2回会議に向け整理 第2回会議で提⽰

第3回会議で提⽰ 第4回会議で提⽰

第4回会議で提⽰

第1回会議で提⽰



２．検討方針

・各種データの重ね合わせや公共交通の運⾏状況・利⽤状況の分析等により地域の現状・課題を把握する。
・需要⾯・事業⾯・利便性・公共性・交通不便の多角的視点から再構築の必要性と方向性を検討し、最適な運営手
法や⾏政⽀援の在り方を比較検討する。

（３）公共交通再構築の検討方針

①地域特性・
移動実態分析

②公共交通の
現況分析

③公共交通
再構築の検討

④最適な運営
手法の検討

⑤事業計画の
検討

・主要施設の⽴地状況や、
⼈⼝・⾼齢者の分布、公共
交通ネットワーク、住⺠の移
動特性などのデータをGIS
等を活⽤して重ね合わせ、
地域の現状を「⾒える化」

・路線ごとに運⾏状況や利
⽤状況を整理
・沿線の⼈⼝分布や施設
⽴地、交通結節状況を確
認できる公共交通カルテ
（路線別）を作成

・【再構築の必要性】
路線・エリア別の再構築の
必要性について、5つの視
点（❶需要面、❷事業面、
❸利便性、❹公共性、❺
交通不便）で検討
・【再構築の方向性】
3つの方向性（「A:現状の
路線維持」、「B:運⾏内容
の改善」、「C:新たな移動
手段への転換」）を検討

・⾏政⽀援の在り方、運⾏
主体、財源確保方法等を
整理し、安定的な事業実
装に向けたスキームを検討
・事業内容や事業目標、ス
ケジュール（短期・中⻑
期）を検討し、事業計画を
⽴案
・公共交通のデジタル化や
⾼度化の可能性を検討

・運⾏内容を検討し、利便
性、住⺠受容性、コスト面
から比較検討
・シミュレーション（公共交
通機関配分モデル）により、
再構築案ごとに公共交通
利⽤者数を推計

公共交通カルテ（路線別）のイメージ 再構築の必要性・方向性検討イメージ

課題なし
❸
❺ ❸

A
C B

区間別
利⽤者数

バス停別
乗降者数便別利⽤者数

データ重合せ
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TDM施策のシミュ
レーションと連携

第2回会議に向け整理

第2回会議で提⽰ 第3回会議で提⽰ 第4回会議で提⽰

第1回会議で提⽰



３．スケジュール
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R８年度
1Q 2Q 3Q 4Q

4月 5月 ６月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

イベント

目標
■渋滞要因や公共交通課題の分析
■データ分析による施策案の検討
（仮説⽴案）

■施策の方向性の⽴案
■市⺠の声の把握（ヒアリング・アン
ケート、ワークショップ）

■施策の⽴案
■ロードマップ、事業計画の⽴案

共通

渋滞緩和
（TDM施策検討）

公共交通
リ・デザイン

（再構築検討）

有識者
会議①

有識者
会議②

有識者
会議③

有識者
会議④

市⺠の声の
把握

・ヒアリング
・アンケート

・ワークショップ

産業祭
(市⺠ヒアリング)

▼県移動性安全性
向上委員会①

▼県移動性安全性
向上委員会②

データ収集および
道路交通状況、
渋滞状況の把握

３．スケジュール （１）年間取組計画
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データ収集および
公共交通の状況

の把握

日⽴市の
現状と課題整理

渋滞要因
分析

公共交通
再構築案
の検討

施策案のシミュレーション（仮説の検証）

施策案の
シミュレーション

TDM施策
案の検討

Sim条件設定、
必要データ⼊手、

現況再現

公共交通の
課題分析

施策案、費
⽤負担案の
比較検討

施策のブラッ
シュアップ・
具体化

ロードマップ、
事業計画の

検討

持続可能な交
通体系のあり方、
役割分担の検

討

必要に応じて
追加シミュ
レーション

次年度取組の
準備

・第2回有識者会議で施策案を提⽰し、シミュレーションや市⺠の声の把握を通じて、効果を検証、施策を具体化していく。
・計4回の有識者会議を経て、次年度以降の実施を想定した事業計画、ロードマップを策定する。

現況・課題
整理結果

施策案
（仮説） 施策案の

比較検討
結果

事業計画、
ロードマップ

成果物凡例



（２）有識者会議の議題案

有識者会議 第１回 第２回 第３回 第４回

⽇程 7⽉30日（木） 9⽉24日（木） 11⽉19日（木） 1⽉18日（⽉）

場所 日⽴市役所 日⽴市役所 日⽴市役所 日⽴市役所

目的
キックオフ・課題認識 施策（仮説）の確

認
施策の効果、方向性

の確認
次年度取組みの確

認

議題
（案）

・会議の趣旨、規約
について
・座⻑挨拶
・取組概要
・検討方針
・スケジュール
・日⽴市の現状と課
題について（課題認
識）

・施策（案）の検討
（渋滞要因分析、
施策の仮説⽴案）に
ついて
（例︓【TDM】時差
出勤、【リデザイン】新
モビ＋モビハブなど）
・シミュレーション（効
果検証）の条件設
定について

・シミュレーション（効
果検証）の結果につ
いて
・施策の方向性につ
いて（TDM・リデザイ
ン）

・施策（案）の⽴案
について（市⺠の声、
アンケートを反映）
・ロードマップ、事業計
画について
・次年度社会実験計
画（案）について
（TDM・リデザイン）

３．スケジュール
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・第2回では、施策案を協議する。
・第3回では、施策案の検証結果を踏まえて、施策の方向性を協議する。
・第4回では、次年度以降の実施を想定した事業計画、ロードマップについて協議する 。


